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論＇文
比較優位の一般化
小
?
正 雄
(1) 序
比較優位がどのような要因によって，いかに決まるかということは，非常に
重要な問題であり， これまで理論と実証の両側面から多くの研究が行われき
た。周知のように， LeontiefParadoxを契機に，“国際貿易の新理論”が次々
と示され，財価格に影響を与えるいろいろな要因が指摘されてきたが，しかし
最近の直接投資の急増は，再び比較優位論の再検討を必要としていると思われ
る。 というのは，現在われわれが持っている国際貿易論の基本的な枠組は，
Heckscher-Ohlin-Samuelsonのモデルであるが， しかしそれも直接投資と
貿易がパラレルに拡大している現実を説明するという点では，不十分なものに
なっているからである。つまり，最近では，貿易や為替取引の自由化が一層進
み，財や一般的な生産要索としての毀本の国際的な移動は非常に容易になって
おり，それに応じて各国（少くとも先進国の間では）の要素賦存比率やテイス
トは接近してきている。したがってまた，要素賦存比率の違いやテイストの違
いによって貿易の拡大を説明できる余地もそれだけ低下してきているといえよ
う。そこで， Heckscher-Ohlin-Samuelsonのモデルにそくして比較優位の発
生を説明するためには，どうしても生産関数の違いを生じさせる Technology
Factorを導入することが必要となってくる。そしてその際，新技術としての
Technology Factorの国際的移動を直接投資と考えれば，一般的な資本と貿
易がパラレルに拡大していることも理解できると思われる。小論の課題は，最
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近 Jonesゃ Batra1)によって展開されたアプローチにそくして，比較優位論
の一般化を試みることであり，またそれによって，匝接投資の比較優位に与え
る効果を考察することである。-
(2) Heckscher-Ohlin-Samuelsonモデルの一般化
まず一国の封鎖経済のモデルを考えるために，次の諸仮定を設ける。
2財 (X1,X2), 2要索 (K,L), Constant Returns to Scale, 完全漏/t],
完全競争，要索賦存星一定，完全な要索移動性と要素価格の伸縮性，要索集約
性の逆転なし。
そこで， Cijをj財 1単位の生産に用いられる i要素巌とすると (j=1 , 2 
i=K,L), 完全雇用および完全競争の仮定から，
Ciふ+Ciふ =L
c凡ふ+CKふ =K
wCL, + rCK, = P1 
wCL2 + rCK2 = P2 
(1) 
(2) 
(3) 
(4) 
をうる。ただし， w,rは賃金率とレンタルである。また Cijは投入産出係数で
あるが，それは要素価格比率 (w==wlr)と時間 (t)に依存すると考えられる。
したがって，もし技術水準が高まれば， Cijは下落し，等量線は原点の方にシ
フトする。
Cij = Cij (w, t) 
次に，需要側と財市場の均衡は
Dj = Dj (p, Y) = Xj(p) 
Y=加ふ＋加X2
P=加IP1
(5) 
(6) 
(7) 
(8) 
I) Jones., R「TheRole of Technology in the Theory of International Trade」
in『TheTechnology Factor in International Trade」1970,Batra. R『Studiesin 
the Pure Theory of International Trade』chap2, 1973 
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で示される。 (6)はj)かの令サ要関数と術給均衡式を示す。
57 
ただし， Dj=Xjの中
の 1つは独立でない。 (7)は国民所得を， (8)は相対価格を表わす。 以上の体系
で，式は13,変数は， Xj,w, r, Cij, Dj, P1, P2, 
が与えられれば，体系は完結している。
Yの13個あり， L,K, t 
次に， このモデルのワーキングを示すために(1)~(6)を変動型にする。 ただ
し，例えば，
ふ*=dふ／ふである。
まず(1)~(4)から，
んふ＊＋伝X2*=L*-[h心＊＋伝Ci2*]
なふ＊＋伝X2*=K*-[伝 CK.*+知 CK.*]
肛w*+8K1r* =が＊ー［肛Ci.*+仇 CK.*]
仇w*+8凡r*=P2*-[oら屯*+oK.cK.*J 
(9) 
(10) 
(1) 
U2) 
をうる。ただし，如=CL;-Xj/L=Lj/L, AKj =CK;•Xj/K=Kj/K であり， ?
た，如=Ci;•w!P1=w•Lj/p双;, OK;= CK;•r/pj =r•KJ!Pr巧である。
って，ふ＋柏=1,Oi;+OKj = 1となる。
次に(5)を変動型にすると，
したが
Cij* =上直必＋上狂'.dt= Aij* -Bij* Cij a ru Cij at 
となる。 U3)から，
(13) 
Aザは生産技術が一定の時の 0 の変化による Cijの変化，
0 が一定の時に，
したがって，初期の等量線にそった Cijの相対的変化を表わし，また， Bi;"'は
そして Bi;"'=技術進歩による Cijの相対的低下を表わす。
1 a Cij 
Cij at dtから， Bij*はnon-negativeである。
ところでAij*は，要索価格比率 (w)の相対的変化 (dw/w)と要索代替の弾
力性 (a)で表わすことができる。まず ajは
uj =狂i竺-=知＊ー AL;*
aw k; w* -r* 
である。ただし， kj=kj/Lj。他方， j財のコスト
(14) 
(wCL; + rCK;)最小化の条
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件から，
釦 AL/+8KJAK/=O 
が必要であるが，これとU4)から，
(15) 
AL;*= 8KJaj (w* -r*) Q6) 
・AK;*= BL; aj (w*-r*) 聞
をうる。そこでこの AL/,AK/をU3)に代入し，れの結果得られる Ci;"*を(9)
~U2lに代入すれば，
んふ＊＋柘x.*= L* + 1:L + fiL(w* -r*) 
板ふ＊＋伝X2*=K*+冗K-和(w*-r*) 
Oi:., 辺*+o凡r*=か＊＋冗1
'IJ'I.2 w* + 8K2r* =加＊＋五
をうる。ただし， Pi=払肱,01+h,Oが 2
和=AK,OL,01 + AK,OL,o, 
冗；＝ふBi1*+狛 B;2*(i=K,L) 
町＝如Bぷ＋知Bが(j=1. 2) 
である。ここで {Ji,冗iおよび冗iの経済的な意味を明らかにしておきたいつま
ず， /Ji(i = K.L)は， 0 のみが変化する時に，、両財の 1単位生産における i要
索使用量の百分比変化を，また冗iは， 0 が一定の時に，技術進歩の結果両財
US) 
???
で節約される i要素の百分比変化を， さらに，冗jは 0 が一定の時に，技術進
歩の結果j財部門で節約される費用の百分比変化を表わしている。
ところで'(18)(19)の左辺の係数の行列式を 1入1とすれば，
L1•L2 I.ti= 払柘— AK, 柘= (k2-k1) L•K 
また,(20)(2りの左辺の係数の行列式を IOとすれば，
w•r• らL2・
101 =8ら 8K2-8ら位= Ck2 -k1) かX1加X2
(2) 
(23) 
となる。したがって，第2財が資本集約的であれば（以下そのように仮定す
る）， lll>O,IBl>Oとなる。
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ところで， U8)~(21)から次のようなことがわかる。まず，要素賦存量と技術水
1 準が一定，したがって，L*= K* =冗i=巧=0であれば,(20)(21)から，w*-r*=-
. 18 
CP1* -P2*), つまり，
Pi* -P2* = l0I (w* -r*) 
をうる。 (24)から， もし財価格比率が変れば，
(24) 
それに応じて要素価格比率が変
わり (w*), したがって， (18),U9)から両財の産出量が変化する。
次に， US),(19)で，要索価格比率と要索賦存量が一定， つまり， w* -r* = 0, 
L*=K*=Oの時に， たとえば労働の投入係数を引下げるような技術進歩があ
れば（互 >O,n:K = 0), 
1 ふ＊＝ 豆伝>OI入1
1 ふ＊＝ー一—互伝 <o[l[ 
、．、
(25) 
となり，労働集約的な第 1財の産出量が増加し，資本集約的な第 2財の産出量
が減少する。
さて，以上は，生産側だけの議論であったが，財および財価格比率，、したが
って比較生産費は，生産側と需要側の双方から決定される。
(6)から，
D1*=悦＝誓麦!+酔斎摯＝らCP2*-P1 *)国Y* (26) 
D2*= = dD2 8D2 p dp 8D2 Y dY D2 ap D2 p aY D2 Y 
+ = a2(P2*が＊）＋四Y*四
をうる。ただし，
ある。
ajはj財需要の価格弾力性であり， 吋はその所得弾力性で
となるから，
いま需要代替の弾力性を％とすれば，
a(Di!D心 p aD1 p aD2 p 
av=―- =—-----ap D1/D2 ap D1 ap D2 =a1十知>o
これを使って(26)と(27)から D2*-D1*を求めれば，
D2* -D1* = -0D(P2*ー が*)+ (1J2ー 府）Y* (28) 
?
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となる。
そこでこれに対応する X2*-X1*を求める必要がある。まずUS),U9)から，
i, ICふ＊ーX1*)= (K* -L*) + (1r:x一豆）一(w*-r*)(む+/3心 (29) 
次に'(20)(21)から
10I (w* -r*) = [Pi* -P2*) +(1r:1一7r:z)J (30) 
(29)と(30)から
（ふ＊＿ふ＊）＝ (K*-L*) +(互一互）l.1 I 
1 
+ [CP2* -Pi*) +C石一冗1)](/3K・十¢心 (31) I 01 l.1I 
をうる。ここで，万贔（紅I-/3心=asとすれば， (31)は
(K*-L*) +(互一互）（ふ＊ー ふ*)= + as[CP2*-P1*) + ('IT:2一冗1)J (32) 
I入1
となる。ただし， as=芦―-芦>Oであり，それは'(29)でL*=K*=互＝互
=0, また(30)で 1T:1=豆=Oとおけば求まる。
ところで，封鎖経済の下では Dj*=Xj*が必要だから,(28)と(32)から，
(Pt*-P2*) = 
(K*-L*) +(互一互） as(五一冗1) Y*(列ー 砂）＋ ＋ 
j,ij (av+as) (av +as) (av+as) 
(3) 
をうる。
(3)は，財価格比率の変化が 3つの側面から決定されることを示している。 (3}
の右辺第 1項は， FatorEndowment Effectであるが，それは要素賦存量そ
のものの変化と，技術進歩が要素の節約（＝要素供給）に与える影響を通じて
財価格に与える効果から成る。 ここで， (1r:K一互）は技術辿歩による要素供給
効果といってよいであろう。第 2項は， CostReduction Effectであり，技術
進歩がコスト引下げを通じて財価格に与える効果を示している。 また第 3項
は， DemandPattern Effectであり，需要パターンが財価格に与える影響を
示している。したがって， (3)は両国の生産関数とテイストが等しい時に， (K*
-L*)が(Pt*-P2*)に与える影響という側面から接近する Heckschet-Ohlin
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Sam-uelsonのアプローチをより一般化したものであり，これによって，技術
進歩や直接投資によって両国の生産関数が異るケースや，需要パクーンの違い
が貿易の原因となっているケースを統一的に扱うことがでできることになる。
(3) 一般化された比較優位の決定因
次に自国と外国を考え，初期に比較生産費差がなかったとする。そのような
状態から，自国だけで要索成長か，そして或はまた，技術進歩（ないし直接投
資の受入れ）によって，経済成長が行われたとする。その結果，比較生産費差
がどのような形で生れるかということが(3)で一般的な形で示されている。そこ
で3つのケースに分けてみたい。第 1は，技術進歩はなく，要素成長のみによ
って経済成長が行われる場合，第 2は，要索成長はなく，技術進歩のみで経済
成長が行われる場合，第3は，要素成長と技術進歩が同時に行われて経済が成
長する場合である。
ケース 1'要素成長のみによって経済成長が行われる場合，
(3)で冗x=五＝五＝冗1=0とおけば，
-p*= P1* -P2* = + K*-L* Y*(T/1 -712) I.ti (0o+os) oo+os 恨）
(34)でuD>O,us>O, I入I>O, Y*>oだから， P1*-P2*のsignは， (K*-L*)
および， (1/1一％）の signに依存する。さらに， 需要パクーンがホモセティ
ックであれば， 1/1=112=1となり， CP1*-P2*)のsignは (K*-L*)の sign
によって決まる。そこで (K*-L*)>O, したがって， k(=KIL)が上昇すれ
ば，労働集約的な第 1財の価格が相対的に高まり，したがって，自国は資本集
約的な第2財に比較優位を持つことになる。これがヘクシャー・オリーン的な
貿易パターンの決定に関する命題である。次に，需要パターンがホモセティッ
‘クでなく， 1/1>乃であれば，自国の第2財に対する比較優位関係はそれだけ
強化されるが，しかし逆に 1/<112であれば，それだけ弱められ，極端な場合
には，比較優位関係が逆転することもある。このことは，需要側の偏向が要素
7 
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賦存関係に基く生産側の偏向を上回り，資本豊富な (physicaldefipitionに
よる）自国で資本集約的な第2財の価格が相対的に高くなることを示してい
る。
ケース 2.技術進歩のみによって経済成長が行われる場合
(3)で K*=L*=Oとおけば，
冗k→L <15(五一1C1)十 Y*(TJ1一砂）-p*=P1*-P2* = + i.t I (<1n +<1s) (<1n + <1s) (<1n +<1s) (35) 
となる。 (35)の右辺第 1項は，技術進歩が要素供給に与える影響を通じて財価格
に与える効果を示しており，第2項は，両財における技術進歩がコスト引下げ
を通じて財価格に与える効果を示している。 Jonesによれば2)'(冗k―互）は
differential fa両 reffectであり， （冗2→1)は， differentialindustry 
effectである。
そこで，いま技術進歩を Hicks中立的なものと考えれば， BLj*=BK;*と
なるから，冗iとガの定義式から，互一五=I.ti(1C2-1C1)をうる。そこでこれを
(35)に代入すれば，
-p*=が＊＿加＊＝ (1 +as)(五一1:1) Y* (7/1 -7/2) ＋ (ao +as) (ao +as) (36) 
となる。
悌）で需要パターンがホモセティックであれば， 7J1=7J2=lとなり，財価格比
率の変化は，両財における技術進歩率の違いによって決まる。したがって，両
財の技術進歩率が等しければ，比較生産費差は発生しないが，五>1r:1であれ
ば，加＊くか＊となり， 自国は技術進歩率の高い第 2財に比較優位を持つこと
になる。さらに五＞冗1のときに， 7/1>乃であれば， 自国の第2財における
比較優位関係はそれだけ強化されるが，しかし， 7/1く砂で，その効果が十分
大きければ，それが技術進歩率の違いによる効果を打ち消し，比較優位関係が
逆転することもありうる。
2)_前掲論文， p-.80
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ケース 3 要素成長と技術進歩によって経済成長が行われる場合，
この一般的な場合は(3)式で与えられているが，それは財価格比率の変化が要
索賦存量そのものの変化，技術進歩が要素節約（＝供給）に与える効果，両財
における技術進歩率の違い，および所得効果の和として決定されることを示し
ており，非常に一般的な形で比較優位の決定因が明らかにされている。
そこで(3)が，一般的なものであることを示すために， LeontiefParadoxを
めぐって展開された多くの理論が，このモデルでどのように扱えるかを明らか
にしておきたい。
第 1は DemandBiasである。前述したようにそれは(3)の第 3項で処理で
きる。
第2に，要索集約性の逆転は 1れの signがマイナスになることであるが，
集約性の逆転が LeontiefParad.oxを説明する根拠として必要ではあっても
十分でないことは，第 2'第3項が存在することから明らかである。
第3は，生産関数の国際的相違である。かりに初期に生産関数が共通で，比
較生産費差がなくても，一国のある財で技術進歩があれば，財価格比率は違っ
てくる。要素賦存比率とテイストが接近している先進国の間における貿易の拡
大は，技術進歩によって生産関数が国際的に異るということで説明するほかは
ないと思われる。そしてもし生産関数が異れば，生産要素に対する報酬も各国
で異なり，これが一般的な生産要素の国際的な移動のインセンティブとなる。
つまり，技術進歩によって各国の生産関数が異れば，一方で財価格比率の相迩
を通じて貿易を拡大し，他方で一般的な生産要索（資本，労働）に対する報酬
の違いは，その国際的な移動を促進することになる。したがって生産関数が異
れば，貿易と要素移動の代替関係はくずれる。このことは次式で明らかである。
いま(30)を変形すれば，
w*-r* = （か＊ー 加*)+(-n:1 -五）
101 
(37) 
となる。いま技術進歩がなく生産関数が共通で，自由貿易の結果か＊一加*=O
， 
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となれば， w*-r*=0となるので要素移動のインセンティブはない。 しかし
技術進歩によって生産関数が異れば， P1*-P2*=0となっても w*-r*=0と
はならず，したがって，要素移動のインセンティプが存在する。したがって，
このような場合には，自由貿易は要素移動を代替するのに十分ではない。
(4) 直接投資と比較優位
いま問題とする自国を我国とし， 7J1=7J2= 1として，需要側の効果を排除す
る。そうすると(3)から，我国の財価格比率の変化は，
-p* = P1*-P2* = (K*-L*) +(冗x-11:L)+ 0s(石一1:1)1 (oo +os) (oo + os) (38) 
となる。
いま，外国（アメリカ）から我国に直接投資が行われるとする。そのとき我
国の比較優位構造がどうなるかを考えることにする。
直接投資のエッセンスは新技術の移転と考えられるが，それに伴って，一般
的な生産要素としての資本も入ってくる。したがって K*-L*>Oと考えてよ
いが，その際問題は，我国のどの財に直接投資が行われて技術水準が高まるか
ということである。そこで技術水準の向上が Hicks中立的なものであれば，
冗k―互=I入IC五一冗1)となるから，これを(38)に代入すれば，
-P* =Pi* -P2 * = + 
(K*-L*) (l+us)C五一冗1)
1入I(10 +11s) (10 + 1s) (39) 
となる。
(39)で， lll>O,av>O, as>Oだから， 我国がアメリカから直接投資を受入れ
ればK*-L*>Oとなるが，その時，五一冗1>0,つまり第 2財の技術水準を
より多く高めるような形で直接投資が行われれば， pi*ー 加*>O, したがって，
我国は第 2財に必ず比較優位を持つことになる。ただし互一冗1<0でも
K*-L*>Oとの関係で， いぜんとして第 2財に比較優位を持つ可能性はあ
る。しかし，第 1財に集中的に直接投資が行われ，その技術水準の向上が十分
大きければ， それが K*-L*>Oの効果を上回り，第 1財に比較優位を持つ
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ことになる。なお， どちらかの要索に偏った技術水準の向上が行われる場合
は，その節約される要素の供給増加があったものとして扱えばよい。
次に，アメリカは初期に資本集約的な第2財に比較優位を持ち，我国は労働
集約的な第 1財に比較優位を持っているものとする。そのアメリカが我国に直
接投資をすれば，一般的な資本が我国に流入するため，アメリカの (K*-L*)
はマイナスになりその面から，まず，アメリカの第2財の比較優位関係は弱ま
る。そして次に，その直接投資が我国の第 2財で行われれば，我国の第 2財に
おける比較優位が強化されることになり，アメリカの第 2財の輸出はそれだけ
困難になり， anti-tradebiasとなる。しかし， 直接投資が我国の第 1財で行
われれば，初期の比較優位関係が逆転する危険は少なくなる。
いずれにしても，比較優位を強化するような形での，つまり直接投資が貿易
を補完するような関係で拡大することが望まれるので，直接投資（技術移転）
のパターンを，そのような方向で調整する必要があると思われる。そしてこの
必要性は，新技術の相互移転が困難な先進国と開発途上国との間でとりわけ大
きい。
(5) 結語
周知のように，一橋大学の小島清教援は，最近の一連の研究において． “比
較利潤率フォーミュラ”を提唱されている a)。小論のねらいが直接投資を含め
た形で，比較優位を考えることにあり，また小島教援の諸研究が小論を書く動
機になっているので，ここで“比較利潤率フォーミュラ”についてコメントし
ておきたい。
小島教授は，我国のように比較劣位産業から疸接投資が行われるケースと，
アメリカのように比較優位産業から直接投資が行われるケースの 2つのパクー
3)この問題を含めた小島教授の諸研究は『世界貿易と多国籍企業』 1973にまとめられて
いる。
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ンがあることに注目される。当然のことながら，前者では，比較優位構造は比
較利潤率構造に反映されるのであるが，後者はそうではない。したがって，両
者を区別するような比較生産費と比較利潤率の値を適当に想定される。そして
後者のようなケースが生ずることを説明するために，何らかの市場構造の不完
全性を想定される。
このような小島理論に対して，次のコメントを明らかにしておきたい。
第 1に，小島教授の基本的なねらいは直接投資が貿易を促進するか否かとい
うことにある。．この点は直接投資の役割を考える上で非常に重要である。
第2に，しかし， “比較利潤率フォーミュラ”は， 直接投資と貿易がコンフ
リクトするかどうかをチェックするために示された例示であり，それ以上の意
味はないと考えられる。
第3に，そうだとすれば，直接投資が pro-tradeかanti-tradeかというこ
とは，直接投資が比較優位を拡大するかどうか，つまり，直接投資が財価格比
率の変化とどのようにかかわりあっているかを明らかにすればよい。したがっ
て，このような問題については，われわれの(39)式のような形でアプローチする
方がよいのではないかと思われる。 (39)式は，眼接投資が一般的な生産要素とし
ての資本の移動と新技術の移動の両側面をもっている事実を考慮しており，し
かもそれが比較優位構造に与える影響を明らかにしているからである。
(Sept. 30, 1974) 
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